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� はじめに

オ�ストラリアにおける中小企業政策は 1980

年代の半ばになって政府の施策に多くみられるよ

うになった� 所謂ミクロ経済改革という企図の下
での諸施策に含まれているように思われる� この
1980年代の後半以降に形を成したミクロ経済改

革は� オ�ストラリア経済の競争力の向上と生産
性の増大とを意図したものに他ならない� 具体的
には製造業に対する保護政策の縮小� 運輸�通信
産業における調整的な改革� 税制度の改廃� 労資
関係制度の改編� 労働者の技能訓練の増進および
公共部門の産業の機能と所有権の改編を内容とす

るものである� そしてこの施策の実現の手段とし
て� 施策推進の基本要素のなかから政府コント
ロ�ルの部分を取り去ることによって効率性の確
保と競争をより自由なものの中に置こうとするも

のだといわれている1��
中小企業に対する政策的な意識は 1980年代の

末頃に形成されてくるものである� それまでは中
小企業の個別的な経営の問題として認識されてお

り� 問題認識の視点も他の問題領域の一環とみな
されていたように思われる�たとえば� 80年代初

期の政府統計書ではオ�ストラリアの在来型の代
表的な 3業種� 鉱業�製造業�建設業を取り上げ
て� 在来産業問題として各�の業種で統一的に従

業者数の規模別区分を施した上で� 企業の賃金格
差と付加価値額の格差を指摘している� しかし�
分析はなされていない2�� オ�ストラリアで中小
企業に対して包括的な形で政策的な意図が示され

てくるのは 1980年代末の 1988年になってから

である� オ�ストラリアで初の中小企業白書が刊
行を見たことにそれを見ることができよう� すな
わち 1988年 9月に刊行された �Small Business

In Australia 1983-84 To 1986-87�3� という表題

の� 本文にしてわずかに 58ペ�ジの統計書であ
る� これをオ�ストラリア政府による中小企業白
書の第 1集とするならば� 第 2集は 2年後の

1990年版として刊行というふうに� ほぼ 2年毎

に続き� それに伴って内容が充実してきて� 中小
企業に対する施策も掲載されるようになってきて

いる�したがって以下の本稿の論述はこの 	白書

を中心にして進めていくことになる�

� 中小企業政策の主体と政策体系

オ�ストラリア政府による中小企業への施策は
主として各州 �ノ�ザン�テリトリ��北部地域
と首都地域を含む� 政府によって遂行されてい

1� Philip Lewis, A Guide to the Australian Economy,

Longman Cheshire, 1994, pp. 14-15�

2� Australian Bureau Of Statistics Canberra, Inte-

grated Economic Censuses And Surveys Enterprise Sta-

tistics: Details By Industry Sub-Division Australia 1978

-79 (Preliminary), Noon 20 March 1981, p. 5�
3� Ian Castles (Australian Statistician) ed, Small Busi-

ness In Australia 1983-84 to 1986-87, Australian Bu-

reau Of Statistics, September 1988�
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る�各州に中小企業庁 �Small Business Agency�
が設けられており� この中小企業庁のもとで中小
企業のための種�の施策が行なわれる� 中小企業
政策が主として州政府によって行なわれるという

意味は中央政府であるオ�ストラリア連邦政府は
中小企業に対しては直接的な政策の主体ではな

い� という意味である� 連邦政府による政策に
よって中小企業が何らかの影響を受けるとすれ

ば� たとえば産業政策による影響が間接的には中
小企業に及んでくるであろうと考えることはでき

る�
中小企業庁が行なう中小企業への施策の特徴

は� 対企業 �組織� というよりもむしろ中小企業
に関係する個人�団体が政策の対象となっている
という点にある�
中小企業で働らく個人又は団体に対して中小企

業庁が準備した施策は� それら個人又は団体が中
小企業を創業し� あるいは順当に経営を維持する
ために必要なことがらを �援助	 していくことで
ある� �経営の救済	 という主旨は含まれない� 中
小企業を含めて経営の倒産については� その処理
に関する側面から 1966年に制定された The

Bankruptcy Act �倒産処理法� があって� Attor-

ney-General �法務長官� がその法に依って倒産
の原因調査結果などを含めて有益な資料を年報の

形式で発表しているが� 政策としては中小企業政
策とは全く次元を異にするものである�
従ってオ�ストラリアの中小企業政策は �個人
への援助	 の体系である� この援助が 2つのレベ

ルで行なわれる� 1つはアドバイスであり� もう
ひとつは照会である�
1� 経営アドバイス
これに含まれる事項は�経営の管理�税金問題�
市場拡大� 労働者の技能訓練� 金融問題� 法律上
の係争問題� 経営計画である4��

2� 専門機関への照会
中小企業を経営する上で� あるいは中小企業で
働らいていく上で当面する種�の問題について�
それを解決する糸口をつかむために専門機関ある

いは専門官への照会を行なう5��
3� 特別支援
上記 2つが中小企業の施策の内容であるが� 特
殊な場合への支援策として �創業者支援	 とでも
呼ぶべき施策がある� これから新たに事業を起こ
そうとしている個人に対して創業に必要なことが

らについての支援がある�
こうした援助は各中小企業庁の Business Ad-

visory Group �事業相談窓口� を通じて行なわれ
るが� こうした援助の目標は中小企業に係わるも
のが解決を迫まられて直面している諸問題にいか

に対応すべきか� その中小企業の事業をいかに増
進させうるか� 別の企業への生長がいかになしう
るか� あるいはその他中小企業の運営で生起する
諸問題の解決に必要な方法が具体的に発見され実

効を持つことにある�
4� 広報活動
中小企業の経営に関わる諸問題への専門的な立

場からの助言が広報活動を通じて行なわれる� 多
くは企業経営の管理的な問題についてであるが�
ビデオテ�プや出版物の閲覧と販売がなされる�
担当する部署の名称は� 州によって異なるが� 6

つの州と 2つの地域に各�設置されている�

� 中小企業に対する認識

中小企業政策の対象については先に触れたよう

に� 中小企業に携さわる人��個人である� それ
は中小企業の経営主であり� そのパ�トナ�であ
り� あるいは従業員である� 中小企業の存在その
ものをオ�ストラリア経済の再生産の構造あるい
はオ�ストラリアの資本蓄積の機構という視点か
ら対象認定するものではない� また中小企業の存
在を問題性として促える視点からのものでもな

4� W. McLennan (Australian Statistician) ed., Small

Business In Australia 1995, Australian Bureau Of Sta-

tistics, p. 145� 5� W. McLennan, op. cit. p. 145�
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い�
しかし� オ�ストラリアの国民経済に占める中
小企業の地位については� その重要性は十分に認
識されているように思われる� たとえば雇用機会
の提供の機能については� 1980年代半ばから

1990年代半ばにかけての 10年間の年�の伸長
率についてみると� 物的生産部門では大企業のそ
れよりも中小企業におけるそれがはるかに大き

く� サ�ビス部門については大企業よりも劣るも
のの毎年 3�に近い伸び率を示してきていること
からもわかる�
さらに中小企業の技術革新には� グロ�バル化
の中で競争力の確保の視点から一定の関心が払わ

れている� オ�ストラリア経済が一国完結型の経
済運営が不可能となった 1970年代の 2度の石油

ショックを経験した後に� 開放型の経済の担い手
として中小企業にも期待がかけられている6��
オ�ストラリアにおける中小企業の地位を統計
的に補足してみると� 民間部門では約 85万の事

業所数に上り� 従業員数が 290万人に達する� こ
の数はそれぞれ� 民間部門の 97パ�セントと 51

パ�セントに相当する�
さらに中小企業が再評価されつつある根拠は�

オ�ストラリア経済の国民経済としての一般的な
目標と世界規模的な経済のあり方との調整的な役

割が中小企業の機能に期待されつつあるという事

情のなかにある�
だが� こうした中小企業に特に注目した歴史は
日が浅い� たとえば� ここで言う中小企業白書
�Small Business in Australia�が刊行されたのは
1988年であり� そこに収録され中小企業の視点
から編集された統計数値は 1983o84統計年度か

らのものである� しかも �白書	 は年報ではなく�
第 2集は最初の白書の刊行から 2年を経た 1990

年版であり� また第 3集が 1993年版� 第 4集が

1995年版というふうに� ほぼ隔年の刊行となっ
ている� 刊行から配本までも相当に時間を要して
いるように思われる� 第 5集の刊行は 1997年と

考えられるが� 少なくとも大学図書館では 1999

年 3月の時点では配架されていなかった�
オ�ストラリアでの中小企業に対する認識のあ
り方は� 日本的なものとは相当に距離があるよう
に思われる� 規模別賃金格差の存在とその歴史的
な再生産� 企業間関係の問題としての系列
下請
制を問題視するような論調は見あたらない� 研究
者のレベルでも �系列	 をとりあげる場合は中小
企業のパフォ�マンスの視点からの問題としてで
ある�

� 政策対象としての中小企業��中小企業の定
義��

オ�ストラリアの政策当局による中小企業の概
念規定は大きく 2つの視点からなされている�

1つは中小企業の経営的特質からの把握であ

る� あるいは組織的特質の把握である7��
中小企業とは�
�所有と運営において独立性が強い� というこ
と�
�所有と経営とが一致ないし密着している� と
いうこと�
�経営の意思決定の機能は所有者ないし経営者
次第だ� ということ� この 3点が指摘されてい

る�
他方では統計処理上の定義がある� ここでは産
業別に大きく 3分される�
�非製造業の場合� 中小企業とは従業員 �em-

ployees� 数 20人未満の事業所である� 従業員の
なかには自営業主� あるいは雇用主は当然のよう
に含まれない� しかし従業員のいない自営業もこ
の範囲に含まれるようである�6� Philip Lewis, op. cit., p. 5およびW. McLennan, op.

cit., p.1� また総論的には� House of Representatives

Standing Committee on Industry, Science and Tech-

nologyのレポ�ト Small Business in Australia Chal-

lenges, Problems and Opportunities (1990)がある�

7� W. McLennan, op. cit., p. 1あるいは House of Repre-

sentatives Standing Committee on Industry, Science

and Technologyの前掲レポ�トを参照�
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�製造業の場合� 中小企業とは従業員数で 100

人未満の事業所を指す� そして製造業� 非製造業
とも区分の基準は専ら従業員数であって� 資本金
額� あるいは出荷額等による区分はなされていな
い�
ただし� �白書第 1集� においては� 農業を除い
て製造業� 非製造業に区別は設けず� 一律に従業
員数 20人未満をもって中小企業 �Small Busi-

ness� と規定していた8��
�農業の場合� 中小企業の範囲の規準として従
業員数は用いられず� オ�ストラリア統計局に
よって EVAO �Estimated Value of Agricul-

tural Operations� にならって次のように基準が
定められている�
�耕作地	作付地
�家畜の頭数
�年間出荷額
農業的中小企業とは� これらのいずれかについ
てその価額が 22�500ドル �オ�ストラリア ド

ル� 以下同じ� から 400�000ドルの間の事業所と

いうことである�しかし� 22�500ドル未満の事業

所については� 統計から除外してある� その理由
は� 商品生産への寄与度が 22�500ドル未満では

取るに足りないものとみなされるためである�
中小企業の定義について� 以上の 2様の基準に

よる規定が用いられているが� 中小企業の経営的
特質からの規定と統計的な規定との間には一定の

関係があるとみられている�
これが政府関係の実務的な意味での中小企業の

一般的な定義である� しかし� これ以外にも� こ
の規定を援用した 2つの規定もある� 1つは


very small employing business� の規定であ
る� いわば零細企業であるが� これは経営主を含
めて� �従業者� とみなして 5人未満の事業所を

指している� もう 1つは 
non-employing busi-

ness� であり� 雇用者のいない自営業層というこ
とになるであろう� 実務上は統計処理上の場面に

合わせて適用されている�
こうしてみてくると� オ�ストラリアにおいて
は中小企業の存在は� 厳密には Small Business

�小企業�の存在こそが意識に上っており�厳密に
中	小企業層という形では意識されていない� と
いうべきである� OECDの 1997年のレポ�ト�
Globalisation And Small and Medium Eterprises

�SMEs�9� によると� オ�ストラリアについても
�中小企業�の概念で 
Small Business� を扱って
いるが� そこには他の OECD諸国と異なって

オ�ストラリア独自の意識が働いているように考
えられる�
なお農業10�における中小企業の基準について補

足しておけば� 農業では従業員数が基準として採
用されていない理由がある� 農業では労働力の存
在が他産業に比して著しく異なるがためである�
農業では一般的には常雇の労働者は極めて少い�
農業における短期の労働力需要に合わせて季節労

働者 �seasonal workers� あるいは渡り労働者
�itinerant workers� の存在が農業労働力の大半
を占める� ここに従業員数による農業経営規模を
画定しがたい理由がある� とされている�

� オ�ストラリアの産業構造における中小企業
の位置

オ�ストラリアの企業構造を最近の状態
�1994o95統計年度� についてみてみよう� 図 1

はこれを示したものであるが� オ�ストラリアで
は全体として 93万弱を数える事業所があり� そ
こにおよそ 740万人が従事している�このうち公
的部門には 4500余りの事業所が配置され� 160

万人がこれに従事する� その比率はおよそ 22

8� Ian Castles, Small Businees In Australia 1983-84 to

1986-87, Forwordを参照�

9� OECD, Globalisation And Small and Medium Enter-

prises (SMEs), 1997, vol. 2, p. 7を参照� なお� このレ
ポ�トは製造業とサ�ビス業の 2産業のみを取り上げて

おり� 鉱業� 農業については中小企業の規定も紹介され
ていない�

10� 農業には林業� 牧蓄業� 漁業を含む� 共通して� 常雇
いの雇用者数が他産業に比して少ない割には経営規模が

大きい� という特徴をもっている�
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パ�セントである� 他方� 民間部門には全事業所
の 99�5パ�セントに上る 92万強の事業所があ

り� これに全労働者の 78パ�セントに相当する
580万人が従事している�
民間部門では農業 �林業� 漁業も含む� は比重
が小さく� 12パ�セントにあたる 11万の事業所

と 6パ�セントに相当する 33万人の従業者がい

る� とは言え� 先進資本主義国としてはこの農業
の比重は比較的に高いとみてよい� 農業の地位が
比較的に高いというのがオ�ストラリアの産業構
造の特徴の 1つである�
しかし� 民間部門では非農業部門のもつ比重が
大きい� 88パ�セントに上る 81万事業所に 94

パ�セントに上る 540万人が従事している�
こうしたなかで中小企業の位置をみると� 農業
の 92パ�セントは中小の事業所であり� そこで

の従業者は 73パ�セントに相当する� これは民
間部門のなかの中小企業のうち 11パ�セントが
農業部門の中小企業ということになる�
非農業部門についてみると� 中小企業数は 97

パ�セントに達する� その従業者数は 49パ�セ
ント� 実数にして 260万人である� わが国同様�
オ�ストラリアにおいても� 中小企業は圧倒的な
比重を占めるものである� なかでも零細層の比重
が大きい� 雇用労働者のいない零細企業が企業数
にして半分以上の 54�に達し� その従業者の比
率は 24パ�セント� つまりオ�ストラリアの非
農業部門の中小企業労働者の 4人に 1人は自営

業主なのである�
オ�ストラリアの産業構造を物的生産部門と

サ�ビス生産部門に大別して概括しておこう� こ
れら二大産業部門に中小企業がどのように配分さ

図 1 オ�ストラリアの産業構造と中小企業 �1994�95年�

出典 �W. McLennan, Small Business In Australia, 1995. 5ペ�ジより�
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表 1 産業別中小企業の分布 �1994�95年�

�単位 �千�

出典 �図 1に同じ� 10ペ�ジより�

図 2 中小企業の規模別分布 �1994�95年�

出典 �図 1に同じ� 8ペ�ジより�
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れているか� 判断の重要な材料となるからであ
る�
物的生産部門に分類されうるものは� 鉱業� 製
造業の他に広い意味での工業� すなわち電気�ガ
ス�水道の供給業および建設業である� これに対
してサ�ビス生産部門に分類されうるものは� 商
業の卸売と小売� 宿泊�カフェ�レストラン� 運
輸と倉庫の流通業� 通信� 金融�保険� 不動産�
産業用サ�ビス� 教育� 保健�コミュニティサ�
ビス� 文化�レクレ�ション関係� そして個人向
けサ�ビスである� この両者の比率は売上高又は
出荷額からみて� 全中小企業のうちサ�ビス生産
部門の中小企業によって 71パ�セントが生み出
されており� それを全中小企業の 69パ�セント
の従業者の働らきに基づいて生産した� �1994o

95統計年度�
表 1から概観できるように� 中小企業の分布す
る産業できわだって目立つものは� 小売業であり
建設業であり� そして不動産と産業用サ�ビスの
3業種である� 製造業での地位が低い点はわが国
の例と著しい対照をなしている� この 3業種に中

小企業の半数以上が分布している�
さらに図 2によって� 中小企業の内部の階層を
うかがってみると� 自営業層の比重の大きいこと

が注目されよう�さらに零細層�従業員数で 1�9

人の事業所の圧倒的多数の状態にも注意を指し向

けなければならない�
オ�ストラリアの産業構造をみる上で� 集積の
もつ意味を見落すことはできない11�� 行政区� す
なわち州と地域をとり出してみると� 必ずしもこ
れは地理的な特性を代表するものではないが� 産
業構造と密接な関連をもちながら� 産業の地域別
集積をきわめて特徴的に表していることがわか

る�
表 2はこれを概括したものであるが� 中小企業
の集積の最大のものは� まずシドニ�を首都とす
るニュ��サウス�ウェ�ルズ州であり� 次いで
メルボルンを首都とするビクトリア州� 第 3にブ

リスベンを首都とするクイ�ンズランド州の 3

州である� この 3つの州でオ�ストラリアの全中
小企業の企業数が実に 77パ�セントを占めるこ
とになる� その従業者の集積は 77パ�セントに
達する� 地理的にはオ�ストラリア大陸の東側が
全てこの 3つの州で占められる� 反対に� 西側の

11� Industry Commission, State, Territory And Local

Government Assistance to Industry, Report No. 55, 29

October 1996, p. 32�

表 2 中小企業の地域別分布 �1994�95年�
�単位 	千�

出典 	図 1に同じ� 10ペ�ジより�
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全部を占め� 面積でも最大の州のウエスタンオ�
ストラリア� すなわち首都に美しい街並を誇る観
光都市パ�スをいただくこの州は� 中小企業の集
積度は低い� 近年� この地域の住民が出稼ぎにメ
ルボルンなどへ流出するといわれているのもうな

ずけよう� オ�ストラリアでは熱帯性雨林気候の
地帯に入るダ�ウィンを首都とする北部地域は�
産業全体としても� 中小企業としてもその集積の
度合は極めて低い� 同様なことが� 現在� 最も開
発の焦点になっている南の島部の州タスマニアに

ついても言える� オ�ストラリアでの中小企業の
集積はこうして特異な様相を見せている�

� オ�ストラリアの中小企業の成長性

オ�ストラリアで中小企業が統計的に抽出され
始めた 1980年代から 10年間の発展の跡をた

どってみよう� 表 3はこれを概観したものであ

る�
まず中小企業の企業数についてみると� この

10年間に� 実に 43パ�セントの伸びをみせたこ

とが明白である� これは年率になおすと 3�3パ�
セントの成長を続けてきたこととなる� 雇用労働
者をかかえる中小企業と雇用労働者のいない中小

企業すなわち自営業層とに分けてみると� 前者は
この 10年間に 38�7パ�セントの伸び� 年率にし
て 3パ�セントで伸びてきた� これに対して後者
すなわち自営業層は年�3�6パ�セントの伸びを
続けながら� 結局 46�8パ�セントと 50パ�セン
ト近い成長をとげた�
他方� 従業者数の伸張度をみてみよう� これは
年平均 2�5パ�セントの伸びを続けて 10年間に

32パ�セントも増大したことになる� このうち
雇用主の増大もかなりのもので� 年平均では 1

パ�セントづつであるが� 13パ�セント以上も
増大した� なかでも顕著なものは自営業者で� こ
の間 46�5パ�セントも増大したことが目立って
いる� また中小企業での雇用労働者についてみる
と� 年�2�5パ�セントの伸びを示しつつ� 10年

間では 30パ�セント以上も増大した�
企業数の伸び方と従業者数の伸び方を比較して

表 3 中小企業の成長 �民間部門�
�単位 �パ�セント�

出典 �図 1に同じ� 19ペ�ジより�
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推測できることは� オ�ストラリアでの中小企業
の成長は� 自営業層の増大によって支えられてお
り� 従業員の規模から見ても零細層の企業の伸張
が果たした意味が大きい� といえる�
ところで� 1990年代に入ってからの動向をみ

ると� 総じて中小企業の成長は低くなり� 中小企
業数の伸びは年率 1�5パ�セントとなり� 従業者
数の伸びは 1パ�セントに満たないレベルへと
落ち込んできている�

� オ�ストラリア中小企業の零細性

1980年代から 90年代にかけて�相当に高い伸
びを示してきたオ�ストラリアの中小企業は以上
見てきたことから言えるように� 零細性を強くも
つものになってきたと言える� いま� これを示す
特徴を表 4でみることにしよう� この表は雇用者
�従業員と呼んできた� 数が 5人未満の事業所に

ついて� 業種別にみたものである�
いま� これらの事業所を零細企業と呼ぶなら

ば� 最近のオ�ストラリアでは 67万の零細企業

が存在し� 非農業部門の中小企業の圧倒的多数�
すなわち 85パ�セントを占めていることにな
る� これはまた民間部門における全事業所数から
みれば 82パ�セントに相当する�
特に� 建設業では中小企業の中の 94�5パ�セ

ント�小売業では 82�6パ�セント�不動産業と産
業用サ�ビスでは� 中小企業のうちの 87�4パ�
セントが実に零細企業によって占められている�

� オ�ストラリアの中小企業にみる格差の存在

オ�ストラリアの中小企業の成長性は先にみて
きた� では� その安定性はどのようなものか� 企
業倒産の例を中小企業と大企業との比較でみるこ

とによって� 中小企業の安定性を見てみたいが�
これを示す資料は直接には示されていないので�
うかがい知ることは不可能である� わずかに倒産
の原因別の事例が �白書� に傍証されているに過
ぎない12��

12� the Annual Report by the Attorney-Generalが The

Bankruptcy Actによって 1996年に発表されている�

表 4 零細企業の産業別分布 �1994�95年�

出典 	図 1に同じ� 57ペ�ジより�

オ�ストラリアにおける中小企業政策 �草原�

�����



賃金格差をみてみよう� いま� 最も中小企業が
集積するニュ��サウス�ウェ�ルズ �首都はシ
ドニ�� についてみたものが表 5である� 一見し
て企業規模別に格差が存在することがわかる� そ
れに男女間の賃金格差が重なっている� 賃金は企
業規模が大となるにつれて中小企業のそれよりも

高くなって行く� この傾向は� 全ての州� 全ての
地域に共通する現象である� しかし� その差は

100人以上の企業を 100とすれば� 20人以下の

賃金は 81である �1994年の週賃金の男女平均��
これは日本の企業規模別賃金格差の存在に比し

て� 著しい違いを示すものであり� 企業規模別賃
金格差� すなわち大企業と中小企業との間の賃金
格差は存在はするがその差は小さく� 格差と言え
るほどのものではないことを示している�

�日本大学経済学部教授�

表 5 企業規模別賃金格差 �ニュ�サウスウェ�ルズ� 1992�94年�
�単位 �ドル�

注� 民間部門の企業における賃金格差� 男子正規雇用労働者の週平均賃金額と週平均労働時間� 調査時点
は各年とも 5月�

出典 �図 1に同じ� 75ペ�ジより�
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